
行政評価シート（事務事業評価） 評価年度 2８年度 

事業名 まちかな活性化推進事業 担当課 商工観光課

細分化した事業名 まちかな活性化推進事業

１ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の計画的位置づけ 

基本方向 魅力あふれるまちづくり

第６次長期総合計画での目的体系 政策 まちの賑わいをつくりだす商工業の振興

施策 商業の振興

関連する個別計画等 韮崎市まちなか活性化計画 根拠条例等
韮崎市まちなか活性化推進事業補助金交付要綱

韮崎市空き店舗対策費補助金交付要綱

２ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の概要 

事業の目的

中心市街地は、まちの歴史や文化が集積した土地であり、地域コミュニティの基盤となる区域であるが、近年
の少子高齢化、郊外型商業施設の開店等により空洞化・衰退しているため、賑わいを創出する必要がある。

事業の手段 

平成２４年度に策定した第２期まちなか活性化計画に記載された①商品券発行事業、②イベント（NIRA マル
シェ）開催事業、③のれんの魅力が広がる街づくり事業、④空き店舗対策事業などの事業を実施し、賑わいの

創出、回遊力の発揮、空き店舗対策、商業者支援などによる活性化施策を推進する。

事業の対象

市民、起業希望者、商業事業者等

３ 実施（ＤＯ）：投入費用及び従事職員の推移（インプット＝費用＋作業） 

25 年度 26 年度 27 年度

A 事業費 (千円) 22,120 18,923 63,930
財
源
内
訳

国・県支出金 6,946 935 51,879

その他（使用料・借入金ほか） 1,990 2,488 2,182

一般財源 13,184 15,500 9,869

B 担当職員数（職員 E） (人) 0.75 0.75 0.85

C 人件費(平均人件費×E) (千円) 4,868 5,096 5,708

D 総事業費(A+C) (千円) 26,988 24,019 69,638

主な事業費用の

説明 

商品券発行事業：H25＝7,121千円、H26＝6,321 千円、H27＝51,992千円（H27は地方消費喚起事業によ

る）★ﾌﾟﾚﾐｱﾑ額 H25＝7千万円のうち7百万円（10％）、H26＝6千万円のうち6百万円（10％）、H27＝

47百万円（一般：13千万円のうち26百万円（20％）/子育て：7千万円のうち21百万円（30％） 

空き店舗対策補助金：H25＝3,683千円、H26＝2,283 千円、H27＝4,091 千円 

のれんの魅力が広がるまちづくり：H25＝865千円、H26＝846千円、1,230千円

注〉平均人件費は各年度決算額(職員給与費)から算出した 25 年度（6,491 円）,26 年度（6,794 千円）,27 年度（6,715 千円）を使用しています。 

４ 実施（ＤＯ）：事業を数字で分析（アウトプット＝事業量）

指標名 指標の算出方法

実   績   値

25 年度 26 年度 27 年度 

活動

指標

１
商品券の売上総数 各年度の売上金額を計上（千円）

（カッコはプレミアム込） 
70,00０千円

（77,000 千円）

60,000 千円

（66,000 千円）

200,000 千円

（247,000 千円）

２
空き店舗対策事業を
活用した開店件数

店舗改修費補助金を活用した店

舗件数を計上（件） 

3 3 ７ 

３
のれんのガイドブック

掲載店舗数
のれんのガイドブック掲載店数 

（カッコは新規のれん設置店数）

146 

（７）

152 

（６）

120 

（19）

妥当性 □ Ａ 妥当である ■ Ｂ ほぼ妥当である □ Ｃ 妥当でない

上記活動指標と妥当性
の説明

１
商品券発行事業は、まちなか活性化推進事業で最も費用を要する事業で、活性化推進事業のうち、
商業者支援の中心事業であるが、その売上総数は事業規模を示すもので、妥当である。

２
空き店舗対策補助事業は、活性化推進事業のうち、空き店舗対策の中心事業であり、市内での起業
の推進に大きな役割を果たしており、それによる開店件数は妥当である。

３
のれんの魅力が広がるまちづくり事業は、活性化推進事業のうち、回遊力の発揮における中心事業

であり、のれんのガイドブックの掲載店舗は、事業に協力店舗数で、妥当である。



５ 評価（ＣＨＥＣＫ）： 事務事業評価 （アウトカム＝成果・効果）

指標名 指標の算出方法
実   績   値

25 年度 26 年度 27 年度

成果指標 

もしくは 

まちづくり

指標

１
商品券利用店舗数 利用店舗数／加盟店舗数 62／111 

＝56％ 

72／116 

＝62％ 

109／140 

＝78％ 

２
補助金活用店舗よって解
消された割合

解消店舗数／貸出可能店舗数
（※ 貸出店舗数は聞取り調査による）

3/27 

＝11％ 

３/20 

＝15％ 

7/16 

＝38％ 

３
のれんでビンゴの景品交
換数

景品交換数（件） 689 187 166 

成 果 □ Ａ 上がっている ■ Ｂ ほぼ上がっている □ Ｃ 上がっていない

上記指標の妥当性と成
果の内容説明

１

商品券事業の加盟店舗のうち、商品券が利用された店舗数である。利用された店舗数は、年々増加
しており、商品券発行事業が地域に定着し、消費喚起に効果があると思われる。特に平成 27 年度
は、国の施策もあり、店舗数が大幅に増加している。

２

聞取り調査により貸出の意向を確認した空き店舗に対して、補助金により解消した割合を示した数
値のである。補助金利用率の向上に伴い、空き店舗も解消されている。

３

のれんを活用した事業「のれん ｄｅ ＢＩＮＧＯ」の景品交換数は、当該事業への参加者数を示す

指標である。平成２５年度には、景品の新しさもあり７００件程であったが、平成２６年度からは
減少傾向にあるが、利用者は、一定数存在する。

事務事業総合評価 □ Ａ 期待以上に達成 ■ Ｂ 期待どおりに達成 □ Ｃ 期待以下の達成

６ 改善（ACTION）：今後の事務事業の展開

□ 拡大（コストを集中的に投入する） ■ 一部改善（事務的な改善を実施する）

今後の事業展開
□ 全部改善（内容・手段・コスト・実施主体等

の見直しが必要）

□ 縮小（規模・内容を縮小、又は他の事業と統合

する）

□ 廃止（廃止の検討が必要）

事
務
事
業
の
改
善
案

改善の概要・方向性（いつまでに、どういう形で具体化するのか）

28年度の改善計画（今後の事業展開説明）
・商品券発行事業は、平成２７年度のように国庫補助金等の利用が望めないため、以前と同様の規模（総額５５
０万円）で実施するが、１セット中に７千円分を中小事業所専用券として発行し、中小店舗での利用を促進する。
さらに、一世帯あたりの購入限度を５０万円から１０万円に引き下げも行い、利用者数の増加と利用店舗数の増
加を期待し、地域の消費喚起を図る。
・空き店舗対策補助金に加え、昨年度制定した起業支援補助金と一体的に周知することで、中心市街地での起業
支援の充実を図る。当該周知には、韮崎市まちなか空き店舗・空き事業所情報ＨＰのリニューアル開設を行い、
活用を促進する。
・のれん ｄｅ ＢＩＮＧＯ事業は、利用者が減少傾向ではあるが、事業開始より５年が経過し、回遊力の発揮に
一定の成果があったものと思われる。本年は、市内全域を対象に「食のガイドブック」を作成し、食という視点
からの回遊性の発揮に向けて、更なるまちの賑わいづくりを行っていく。

過去
の 
改善
経過

平成１９年度から空き店舗対策費補助金を実施（以前は例年２件程度）
平成２１年度から商品券発行事業を実施

平成２３年度からのれんのあるまちづくり事業を実施
平成２４年度に第２期まちなか活性化計画を策定
平成２４年度からソフト事業「のれん ｄｅ ＢＩＮＧＯ」を実施

課長所見

まちなかの活性化は、一朝一夕に結果が出せるものではなく、継続的に取り組む必要がある。行政として

は、集客のための賑わいづくりはできるものの、個店の経営改善は商店主自らの努力によるところが大で

ある。従って、商店主、商工会、市が連携を密にして、より効果的な施策に取り組む必要がある。


